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研究成果の概要（和文）：本研究では、原価管理を組み込んだ農業経営計画手法を構築するため

に、制約理論におけるスループット計算の考え方を援用させながら、生産計画の段階で、規模

に応じて変動する生産資材の単位価格と投入量について標準となるデータセットを用いて生産

計画を立案し、その結果を利用して財務計画へ反映させる手法を示した。また、生産資材等の

投入と農産物の産出に関するデータをデータベース化するプログラムを構築した。 
 
研究成果の概要（英文）：A purpose of this study is to construct the farming planning that 
incorporated cost management. Therefore this study showed the farming plan method that 
quoted the way of thinking of the throughput accounting in the theory of constraints. This 
method drafts production planning using the standard data set of the unit cost and input of 
production material changing in response to a scale. Then, it drafts financial planning that 
reflected its production planning. In addition, this study constructed a program to compile 
data about the input of production material and the output of agricultural products into a 
database. 
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１．研究開始当初の背景 
 農産物価格が下落傾向にある中で、農業経
営者は、農業所得の確保に向けてさらなるコ
スト低減を図る必要性に迫られている。特に、
近年の石油価格の高騰等に起因する肥料や
燃料などの生産資材価格の高騰は、コストを
増大させ、農業経営の収益に大きな打撃を及
ぼした。この様な生産資材価格の高騰は、今

後とも恒常的に発生してくる可能性が高い。
そのため、このような状況に対して農業経営
者は、生産資材の効率的な投入という視点も
含めたより実効性のある経営計画を策定し、
それに則した合理的かつきめ細やかな経営
管理を実施していくことが求められる。 
 しかし、これまでの農業経営計画手法では、
主に、収益を最大化する最適な部門構成の算
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出を目的としており、生産資材の調達・投入
に係る合理的な計画については考慮してこ
なかった。なぜならば、生産資材投入に関し
ては、暗黙のうちに農業経営者の費用最小化
行動に基づいた最適投入が行われていると
仮定されているからである。しかし、現実に
は、ある産出量のために常にそれだけの投入
量が必要になるとは限らない。例えば、圃場
条件に応じて、同じ農産物でも最適な投入量
は変化するはずである。また、複数農産物を
輪作体系の下で生産する場合は、肥料のよう
に、ある農産物への投入量が他の農産物へも
影響を及ぼすことがあり、このような輪作体
系を考慮した各農産物への投入量の統制も
必要となる。 
 このような生産資材の調達・投入を統制す
るには原価管理が有用であるが、多くの農業
経営者は、活動成果として計算される実際原
価の把握に留まっており、原価管理の実施に
まで至っていない。そのため、そのような生
産資材の投入計画を踏まえた適切な経営計
画の策定を困難にしている。この点で、効率
的な生産資材投入の検討を可能にする原価
管理を組み込んだ経営計画手法を構築して
いくことが今日、重要となっている。 
 
 
２．研究の目的 
 本研究では、これまで経営計画論で取り扱
われてこなかった原価管理に着目し、これを
経営計画に組み込むことによって、生産資材
における投入量の統制と、それに伴う産出量
への影響を考慮した経営計画を策定する機
能を持った農業経営計画手法を明らかにす
る。そのために、生産資材の投入と農産物の
産出との技術的な関係を定量的に明らかに
するとともに、原価差異分析と原価管理によ
って得られる原価差異や生産資材の投入量
を経営計画で用いる方策を明らかにする。以
上の結果を用いて、原価差異分析と原価管理
を組み込んだ農業経営計画手法を開発する。 
 
 
３．研究の方法 
(1) 稲、麦、大豆作に限定して、生産資材の
投入量と、それに応じた農産物の産出量に関
する技術的な関係をデータベース化する。 
 
①各試験研究機関が公表する栽培試験資料
等の収集及び聞き取り調査や、茨城県周辺の
稲・麦・大豆作主体の土地利用型経営の農業
者に対する投入と産出に関する聞き取り調
査を実施する。 
 
②収集した調査データを整理・検討すること
で、投入と産出の技術的な関係をデータベー
スとして活用できる形で定量的に明らかに

する。 
 
(2) 農業経営計画に組み込みための原価管
理の設計を以下の手順で実施する。 
 
①文献サーベイ等から、既存の各種原価計算
制度の内容を整理・検討し、その下での原価
差異分析や原価管理の方策を明らかにする。 
 
②原価差異分析や原価管理を農業経営計画
に組み込むために、農業経営計画に関する研
究蓄積を活用することで、原価差異分析とし
て得られる原価差異を農業経営計画におけ
る変動費として取り扱う方法や、原価管理か
ら得られる投入量と収入との関係を、生産資
材の投入計画の操作項目として取り扱う方
法を明らかにする。 
 
③原価差異分析によって明らかにされる原
価差異の財務的な取扱い方法について、一般
の会計処理基準等を用いて検討することで、
生産計画と財務計画の連携を図るための会
計処理方法を明らかにする。 
 
(3) 原価管理の設計に基に、それを組み込ん
だ農業経営計画手法を開発する。 
 
①農産物の限界利益を算出する過程で、原価
差異分析と原価管理によって得られる生産
資材の価格と投入量、および生産資材の投入
と農産物の産出の生産の技術的な関連性か
ら得られる産出量を用いるための数理計画
モデルを明らかにする。 
 
②生産資材の投入計画の設定を数理計画モ
デルへ反映させるために必要な手順を検討
することで、生産資材の効率的な利用を試算
する方法を明らかにする。 
 
③以上の検討結果に、生産計画と財務計画と
の連携に向けた修正方法の検討も加えるこ
とで、原価差異分析と原価管理を組み込んだ
経営管理手法の開発を図る。 
 
(4) 開発した農業経営計画手法に基づいて、
農業経営計画の策定を支援するためのシス
テムを構築する。 
 
①生産資材の投入と農産物の産出に関する
データベースを連携させたプログラムを設
計する。 
 
②そのデータベースを活用して、生産計画や
財務計画との連携を図ったシステムを設計
することで、農業経営計画手法を実現するた
めの支援システムを構築する。 
 



 

 

 
４．研究成果 
(1) 原価管理を組み込んだ農業経営計画手
法を構築するための基礎的な視点を得るた
めに、文献サーベイによって、特に制約理論
（TOC; Theory of Constraints）のスループ
ット計算（Throughput Accounting）に基づ
く管理会計の導入可能性を検討した。その結
果、制約理論では、スループット（販売額－
原材料費）に基づいて生産する製品の種類と
生産量の最適な組み合わせ（製品ミックスの
最適化）を求めている。この考え方は、限界
利益（販売額－変動費）に基づいて最適な生
産規模の組み合わせを求める線形計画法に
類似するものである。ただし、制約理論のス
ループット計算では、現場への適用性を考慮
して、簡単な手計算で可能なものという意味
で、試算計画法に準じた方法であることが確
認できた。そのため、この制約理論における
スループット計算の考え方を線形計画法及
び試算計画法に置き換えて援用を図ること
で、原価管理の組み込みが可能になるものと
推察できた。 
 
(2) 原価差異分析と原価管理を組み込んだ
農業経営計画手法を開発では、生産計画の段
階で、単純な規模、単位価格、単位生産量か
らの検討ではなく、規模に応じて変動する生
産資材の単位価格と投入量について標準と
なるデータセットを用いて生産計画を立案
し、その結果を利用して財務計画へ反映させ
る方策を示した。具体的には、各県の協力に
よって得られる経営指標のデータを一つの
標準的な数値としてとらえ、それを用いた生
産計画から製造原価を試算し、その結果を財
務計画の支出科目へ反映させる方策を検討
し、それを生産計画と財務計画との連携・移
行関係図（図 1）とした整理した。また、農

業経営計画において、生産計画と財務計画以
外で考慮すべき、農地、労働力、生産資材調
達、販売の各計画についても、生産計画から
販売計画へ移行する過程で、考え方に応じて
選択できる手法とした。特に、農地と労働力
に関しては、生産計画との関連性が深く、そ
の整合性を図る必要があることから、生産規
模に応じて必要な農地や労働力を算出する
できる手法とした。 
 
(3) 以上の手法に基づく農業経営計画策定
支援システムの構築にあたり、第一に生産資
材等の投入量と生産量の関係性に関する基
礎的なデータが収集でき、また収集したデー
タが管理できること、第二に既存の農業経営
計画を支援するシステムへの汎用利用がで
きることを考慮した上で、生産資材等の投入
と農産物の産出に関する生産的・経済的なデ
ータをデータベース化するプログラムを構
築した(図 2)。このプログラムには、以下の
特徴を持っている。 

 
①このプログラムは、作目単位で生産量、販
売収入、生産資材の投入量、資材の単価、作
業ごとの労働時間などのデータを収集・管理
できる（図 3参照）。 

 
②このプログラムで管理されるデータを用
いて、既存の農業経営計画策定支援システム
で必要となる基礎的な経済的、技術的な指標
（経営指標）の作成を支援することができる
（図 4）。 
 

図 1 生産計画と財務計画の連携・移行関係

図 

図 2 構築したプログラムのスタート画面

図 3 データ入力画面の一部 



 

 

③このプログラムで管理されるデータを、標
準生産原価を算出するための基礎データと
して用いることにより、実際原価と標準原価
を比較分析する原価差異分析へ利用するこ
とが可能となる。 
 
④このプログラムを用いることで、投入と産
出の技術的な関係に関するデータベースの
構築に寄与することが可能となる。 
 
⑤本プログラムで管理するための、県レベル
の農業生産に関する資材投入と産出に関す
る元資料を収集し、データベースの整備を行
っている。 
 
⑥本プログラムを操作するためのマニュア
ルを作成した（図 5） 
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図 4 経営指標を操作するメニュー画面 

図 5 プログラム操作マニュアルの目次 


